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外国為替保証金取引の契約締結前交付書面（法人顧客用） 

新旧対照表（2024 年 4 月 13 日） 
(下線部分変更箇所) 

新 旧 
P5 

外国為替保証金取引の仕組みについて 
（略） 

P11 
■ 決済に伴う金銭の授受 

（略） 
(3)スワップポイント 
｢米ドル/日本円｣の米ドルと日本円のように、異な
る 2 通貨間の金利差により生じる差損益です。 
原則として、金利の高い通貨を買付けることで受
取り、金利の高い通貨を売付けることで支払いに
なります(注)。例えば、2024 年 4 月現在では豪
ドル金利の方が日本円金利より高くなっておりま
すので、豪ドル買いの建玉をお持ちの場合、スワ
ップポイントを受け取ることになります。なお、
スワップポイントの支払いにより損失が発生する
可能性があります。 

（略） 
P12 
【積立 FX について】 
当社による外国為替保証金取引｢積立 FX｣は、金融
商品取引法その他の関係法令、および一般社団法人
金融先物取引業協会の規則を遵守して行ないます。 
 
■ 取引の方法 
a. 当社が取り扱う外国為替保証金取引｢積立 FX｣
の取引内容は次のとおりです。 

（略） 

取扱通貨
ペア 

取引単位
※ 

レートの
表示方法 

呼値の単
位 

米ドル/日
本円 

（略） 

ポンド/日
本円 

豪ドル/日
本円 

NZ ドル/
日本円 

人民元/日
本円 

南アフリ
カランド/
日本円 

カナダド
ル/日本円 

0.01 カナ
ダドル単
位 

1 カナダ
ドルあた
りの円 

0.01 円 

トルコリ
ラ/日本円 

0.01 トル
コリラ単
位 

1 トルコ
リラあた
りの円 

0.01 円 

香港ドル/
日本円 

0.01 香港
ドル単位 

1 香港ド
ルあたり
の円 

0.01 円 

メキシコ
ペソ/円 

0.01 メキ
シコペソ
単位 

1 メキシ
コペソあ
たりの円 

0.01 円 

（略） 
 

 
外国為替保証金取引の仕組みについて 

（略） 
 

■ 決済に伴う金銭の授受 
（略） 

(3)スワップポイント 
｢米ドル/日本円｣の米ドルと日本円のように、異な
る 2 通貨間の金利差により生じる差損益です。 
原則として、金利の高い通貨を買付けることで受
取り、金利の高い通貨を売付けることで支払いに
なります(注)。例えば、2023 年 10 月現在では豪
ドル金利の方が日本円金利より高くなっておりま
すので、豪ドル買いの建玉をお持ちの場合、スワ
ップポイントを受け取ることになります。なお、
スワップポイントの支払いにより損失が発生する
可能性があります。 

（略） 
 
【積立 FX について】 
当社による外国為替保証金取引｢積立 FX｣は、金融
商品取引法その他の関係法令、および一般社団法人
金融先物取引業協会の規則を遵守して行ないます。 
 
■ 取引の方法 
a. 当社が取り扱う外国為替保証金取引｢積立 FX｣
の取引内容は次のとおりです。 

（略） 

取扱通貨
ペア 

取引単位
※ 

レートの
表示方法 

呼値の単
位 

米ドル/日
本円 

（略） 

ポンド/日
本円 

豪ドル/日
本円 

NZ ドル/
日本円 

人民元/日
本円 

南アフリ
カランド/
日本円 

（追加） 
 
 

（追加） 
 
 

（追加） 
 
 

（追加） 
 
 

（略） 
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P15 
■ 決済に伴う金銭の授受 

（略） 
(2)スワップポイント 
｢米ドル/日本円｣の米ドルと日本円のように、異な
る 2 通貨間の金利差により生じる差損益です。 
原則として、金利の高い通貨を買付けることで受
取り、金利の高い通貨を売付けることで支払いに
なります(注 1)。例えば、2024 年 4 月現在では
豪ドル金利の方が日本円金利より高くなっており
ますので、豪ドル買いの建玉をお持ちの場合、ス
ワップポイントを受け取ることになります。なお、
スワップポイントの支払いにより損失が発生する
可能性があります。 

 
 

(2024 年 4 月) 

 
■ 決済に伴う金銭の授受 

（略） 
(2)スワップポイント 
｢米ドル/日本円｣の米ドルと日本円のように、異な
る 2 通貨間の金利差により生じる差損益です。 
原則として、金利の高い通貨を買付けることで受
取り、金利の高い通貨を売付けることで支払いに
なります(注 1)。例えば、2023 年 10 月現在では
豪ドル金利の方が日本円金利より高くなっており
ますので、豪ドル買いの建玉をお持ちの場合、ス
ワップポイントを受け取ることになります。なお、
スワップポイントの支払いにより損失が発生する
可能性があります。 

 
 

(2023年10月) 
 

以上 


